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はじめに
2019年12月から世界的なパンデミックが始

まった新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

では，世界中の多くの国で感染対策として，流
行初期に長期間の学校閉鎖が行われた。日本に
おいても，2020年 3 月から約 3 か月に亘って
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全国で一斉休校措置がとられ，子どもたちは長
期間にわたって自宅待機となり，その結果子ど
もの心身には様々な変化が生じたことが明らか
になっている 1 ）。本研究では，COVID-19対
策として実施した長期休校後の小学生の視機能
の変化を検討した。

対象と方法
東京都内の私立A小学校，および神奈川県内

の私立B小学校に，COVID-19流行前の2017
年度から，流行後の2021年度に在学した小学
生 の べ7,340人（男4,717人， 女2,623人 ） の
うち，本研究に同意の得られたのべ7,318人（男
4,699人，女2,619人）を対象とした（表 1 ）。
なお，B小学校は，2013年度新規開校のため，
2018年度から 1 ～ 6 年の全学年が揃っている。

学校健康診断（学校健診）は，2017～2019年
度および2021年度は，各年度の 4 月に実施し
たが，2020年度については，3 月から 6 月にか
けて長期休校となり，そしてその後は時差・分
散登校が行われたため，学校健診は 9 月に実施

した（図 1 ）。また，2020年度の学校健診では，
目の粘膜に直接触れる眼科検診は感染リスクを
考慮して省略し，視力検査のみを実施した。

学校健診の視力検査において，視力1.0未満の
視力低下を認めた児童の頻度を，COVID-19流
行前の2018年度，2019年度，流行がはじまり
その対策として長期休校が行われた後の2020
年度，2021年度について，横断的に比較検討した。
また，視力1.0未満の頻度について，COVID-19
流行前の2018年度から2019年度にかけての学
年ごとの縦断的変化を，流行対策の長期休校を
挟む2019年度から2020年度にかけての変化と
比較検討した。

学校健診の眼科検診において，眼位異常を認
めた児童の頻度を，2020年度は感染予防対策の
ため眼科検診を実施していないため，COVID-19
流行前の2017年度，2019年度，COVID-19流
行後の2021年度について，2 年間隔で横断的
に比較検討した。また，眼位異常の頻度につい
て，COVID-19流行前の2017年度から2019年
度にかけての 2 年間の学年ごとの縦断的変化

表1　対象

1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 合計

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

年
度

2017 161 91 161 88 157 89 156 88 156 89  96 48 887 493

2018 161 90 159 88 161 88 157 89 156 87 158 90 952 532

2019 161 89 160 90 158 85 160 89 154 89 159 90 952 532

2020 160 90 161 89 161 90 157 90 159 84 155 88 953 531

2021 162 89 160 89 161 89 155 90 160 85 157 89 955 531

（単位：人）

図1　学校健康診断実施時期
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を，流行対策の長期休校を挟む2019年度から
2021年度にかけての変化と比較検討した。

2 群間の差の検定には x 2 - test あるいは
Fisher正確確率検定を用い，P＜0.05を統計学
的有意とした。

結果
1 ．学校健診前 6 か月間の平均登校日数

学校健診前 6 か月間の対象 2 校の平均登校
日数は，感染対策として長期休校，そして
その後時差・分散登校が行われた2020年度は
37日で，2017年度106日，2018年度107日，
2019年度109日，および2021年度107日に比

べて約 3 分の 1 に減少した（図 2 ）。2020年
度は，学校健診前の 6 か月間に，少なくとも
約70日間の自宅待機，外出抑制期間があっ
たことを示している。

2 ．視力低下の頻度
1 ）視力1.0未満頻度の横断的検討

学校健診の視力検査において視力1.0未
満の児童は，COVID-19流行前の2018年
度と2019年度の間では有意差を認めなかっ
たが，COVID-19流行対策の長期休校後
の2020年度は，流行前の2019年度に比べ
て有意に増加した（図 3 ）。2020年度と
2021年度の間では有意差を認めなかった

図2　学校健康診断前6か月間の登校日数

図3　視力1.0未満の頻度（横断的変化）
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2 ）視力1.0未満頻度の縦断的検討
視 力1.0未 満 頻 度 の 縦 断 的 検 討 で は，

COVID-19流 行 対 策 の 長 期 休 校 を 挟 む
2019年度から2020年度にかけての学年
ごとの増加量は，流行前の2018年度から
2019年度にかけての変化量に比べて，男
女ともに有意に大きかった（図 4 ）（図 5 ）。

3 ．眼位異常の頻度
1 ）眼位異常頻度の横断的検討

学校健診の眼科検診において眼位異常を
認めた児童は，COVID-19流行前の2017
年度と2019年度の間では有意差を認めな

かったが，流行対策の長期休校後の2021
年度は，流行前の2019年度に比べて有意
に増加した（図 6 ）。

2 ）眼位異常頻度の縦断的検討
眼 位 異 常 頻 度 の 縦 断 的 検 討 で は，

COVID-19流 行 対 策 の 長 期 休 校 を 挟 む
2019年度から2021年度にかけての 2 年間
の学年ごとの増加量は，流行前の2017年
度から2019年度にかけての変化量に比べ
て，男女ともに有意に大きかった（図 7 ）

（図 8 ）。

図4　視力1.0未満の頻度（男）（縦断的変化）
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図5　視力1.0未満の頻度（女）（縦断的変化）
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図7　眼位異常の頻度（男）（縦断的変化）

図8　眼位異常の頻度（女）（縦断的変化）

図6　眼位異常の頻度（横断的変化）
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考察
学校健診の視力検査における視力1.0未満の

児童の頻度は，横断的検討ではCOVID-19流
行対策の長期休校後の2020年度は，流行前の
2019年度に比べて有意に増加した。近年では
全世界的に，近視人口が増加しており，特に日
本を含む東南アジアにおいて急増している 2 ）。
日本の学校健診データでは，裸眼視力が1.0未
満の小中学生が右肩上がりに増加しており，そ
の多くが近視による視力低下である 3 ）。また，
視力1.0未満の小中学生は，学年が高くなるに
つれて増加する。そこで，本研究では，視力1.0
未満の児童の頻度の増加について，学年ごとに
縦断的な検討を行った。その結果，COVID-19
流行対策の長期休校を挟む2019年度から2020
年度にかけての視力1.0未満の児童の学年ごと
の増加量は，COVID-19流行前の2018年度か
ら2019年度にかけての変化に比べて，男女と
もに有意に大きかった。

近視には遺伝的因子の影響が大きいことが，
以前から知られているが 4 ），近年では親世代に
比べて子ども世代の近視が多いことが確認され
ている。そのため，近年の全世界的な近視人口
の増加は，遺伝だけでは説明ができず，環境因
子についての研究が進められている。これまで
の研究から，小中学生における近視増加の要因
として，「屋外活動の減少」と「近業の増加」
が報告されている 1 ）。屋外活動は，近視の進行
を抑制する要因として有効であり 5 ），6 ），屋外
活動を 1 日 2 時間，週14時間行うと，両親が
近視であっても，両親ともに近視でない子ども
と同じ程度に近視になる確率を抑制できること
が報告されている 7 ）。近年の近視研究では，小
中学生が屋外で過ごす時間が減ったことが，近
視急増の最大の原因であると考えられている。
一方，近業と近視の関係については，「30cm
より短い距離の近業は近視の進行を速めるこ
と」，また「30分以上連続してそのような近業
を続けることも，近視の進行を速める」ことが
報告されている 8 ）。

本研究で対象とした小学生では，COVID-19
流行対策として長期休校が行われた2020年度
は，学校健診前 6 か月間の登校日数が 3 分の 1
に減少し，少なくとも70日間の外出自粛期間
を認めた。そのため，この間は屋外活動が減少
し，同時にスマートフォンやゲーム機などの使
用が増え，さらにオンライン授業も加わってデ
ジタル機器を使う近業が増加したことで，もと
もと進行していた近視化がさらに加速した可能
性が考えられる。

学校健診の眼科検診において眼位異常を認め
た児童の頻度は，横断的検討ではCOVID-19
流行後の2021年度は，流行前の2019年度に比
べて有意に増加した。スマートフォンやゲーム
機などのデジタル機器は，30cmより短い距離
で使うため，輻輳状態（寄り目）で見ることが
必要となる。そのため，このようなデジタル機
器の過剰使用により，輻輳状態が元に戻らな
くなり，急性後天内斜視の発症につながると
いう報告が，COVID-19流行前から近年急激
に増加している 1 ），9 ），10）。そこで，本研究では，
眼位異常を認める児童の頻度の変化について，
学年ごとに縦断的な検討を行った。その結果，
COVID-19流行前後の2019年度から2021年度
にかけての 2 年間の眼位異常の学年ごとの増加
量は，COVID-19流行前の2017年度から2019
年度にかけての変化に比べて，男女ともに有意
に大きかった。

本研究で対象とした小学生では，COVID-19
流行対策として長期休校が行われた2020年度
をはさんで，眼位異常を認める児童が有意に増
えており，長期休校，外出自粛にともないデジ
タル機器の使用による近業が増えたことがその
一因と考えられる。

全国で一斉休校措置が行われていた2020年
4 月から 5 月にかけて，国立成育医療研究セン
ターが全国の保護者を対象に行った「コロナ×
こどもアンケート」の第 1 回調査では，小学生
の92％において一斉休校が行われる前に比べ
て，家の外に出る時間が短くなっていた 8 ）。ま
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た，テレビ，スマホ，PC，ゲームなどのデジ
タル機器を使う時間については，85％以上の小
学生で長くなっていた。本研究で明らかになっ
た小学生の視力低下や眼位異常の増加といった
視機能の変化が，全国の小中学生においても生
じている可能性がある。

本研究の限界
本研究では，小学生においてCOVID-19流

行後の長期休校後に，視力低下および眼位異常
を認める児童が横断的検討で有意に増加し，さ
らに縦断的検討からその増加量がCOVID-19
流行前に比べて拡大していることが明らかと
なった。これらの結果の要因の検討には，対象
児童の屋外活動，デジタル機器の使用時間等に
関する生活習慣の調査が必要であるが，今回は
実施できていないことから，文献的考察を通し
て要因の推察を行った。今後は，対象児童の生
活習慣調査を追加実施し，視力低下，眼位異常
の増加要因を検討し，その予防についても検討
を行う予定である。

結語
小学生では，COVID-19流行対策としての長

期休校後に，視力低下および眼位異常を認める
児童が有意に増加し，かつ，増加量がCOVID-19
流行前に比べて拡大した。長期休校や外出自粛
による屋外活動の減少に加えて，同時にデジタ
ル機器を使う近業が増加したことも加わって，
小児の近視化が加速し，内斜視が増加した可能
性がある。

本論文の内容は，第67回日本学校保健学会
学術集会（2021年11月愛知）（WEB開催）に
おいて発表した。本研究は慶應義塾研究倫理
審査委員会において承認された研究（受理番
号21-006）の一環である。利益相反に関して，
開示すべき事項はない。
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